
 長野県公営企業経営戦略策定の経過                             

 

１ 長野県公営企業経営審議会 

 (1) 審議経過 

開催日 審議事項 

平成 27 年６月 １日 

 

・長野県公営企業経営戦略の策定について諮問（別記１） 

・現状と課題、対応方針について 

     ８月 ６日 ・長野県公営企業経営戦略の素案について 

     11 月 24 日 
・長野県公営企業経営戦略の案について 

・長野県公営企業経営戦略の策定について答申（別記２） 

 

       長野県公営企業経営審議会               会長から公営企業管理者に答申 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別記１ 長野県公営企業経営審議会への諮問 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

27 企本第 84 号 

平成 27 年（2015 年）６月１日 

 

長野県公営企業経営審議会 

 会 長  石井 晴夫 様 

 

                 長野県公営企業管理者 小 林 利 弘 

 

「長野県公営企業経営戦略」の策定について（諮問） 

 

 人口減少社会の本格的到来や県民のライフスタイルの変化、相次ぐ大規模自然災害の発生等、

企業局事業を取り巻く環境が今後一段と厳しくなることが予想されます。 

 こうした経営環境の変化に的確に対応し、今後も引き続き安全、安心、そして安定したサービ

スを県民の皆様に提供し、地域の発展に一層貢献していくため、今後 10 年の企業局経営の基本と

なる「長野県公営企業経営戦略」を策定したいので、貴審議会の意見を求めます。 

 



別記２ 長野県公営企業経営審議会からの答申 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (2) 委員名簿    （氏名は五十音順、敬称略、役職名は平成 27 年 11 月 24 日（答申日）現在） 

 氏  名 職  名  等 

会  長 石 井  晴 夫 東洋大学経営学部教授 

委  員 小 口  利 幸 塩尻市長 

〃 織 田  ふ じ 子 長野県消費者の会連絡会 会長 

〃 加 藤  恵 美 子 （株）本久ホールディングス 取締役本部長 

〃 小 池  久 美 子 小池公認会計士事務所代表 

〃 白 鳥   孝 伊那市長 

〃 西 澤  孝 枝 （株）西澤電機計器製作所 代表取締役社長 

〃 三 俣  成 子 千曲市消費者の会 会長 

〃 母 袋  創 一 上田市長 

〃 山 村   弘 坂城町長 

 

 

平成 27 年（2015 年）11 月 24 日 

 

 長野県公営企業管理者 小 林 利 弘 様 

                        長野県公営企業経営審議会 

                            会 長 石 井 晴 夫 

 

長野県公営企業経営戦略の策定について（答申） 

 

 平成 27 年 6 月 1 日付け 27 企本第 84 号で諮問のありましたこのことについて、別添のとおり答

申します。 

 貴職におかれましては、答申の趣旨に基づき、下記事項に留意の上、経営戦略の実現に努めら

れるよう要望します。 

 

記 

 

○ 公営企業として、顧客第一を基本姿勢とし、関係市町村の理解と協力を十分に得ながら、 

 経営戦略の実現に邁進していただきたい。 

 

○ 経営戦略の策定の中で掲げた目標について、毎年度の進捗管理を適切に実施し、企業局職員

が一丸となって、その実現を目指していただきたい。 

 

○ 経営戦略の推進に当たっては、社会経済情勢に常に留意しつつ、必要に応じて弾力的に対応 

 されたい。 



２ 長野県議会 

  長野県基本計画の議決等に関する条例（平成 17 年長野県条例第 50 号）第３条第１項の 

 規定により、県議会に報告しました。また、企業局を所管する文教企業委員会において 

 随時説明し、質疑が行われました。 

 

定例会 内  容 

平成 27 年２月 経営戦略の策定の趣旨、スケジュールについて 

     ６月 現状と課題、対応方針について 

      ９月 長野県公営企業経営戦略の素案について 

       11 月 長野県公営企業経営戦略の案について 

平成 28 年２月 長野県公営企業経営戦略の策定について県議会に報告 

 

 

３ 県民の皆様からのご意見の募集（パブリックコメント） 

期 間 内  容 

平成 27 年 10 月 26 日 

～11 月 20 日 

・案を県ホームページに掲載、県庁・合同庁舎の 

 行政情報コーナー及び企業局本庁・現地機関窓口 

 に配置し、意見募集 

・いただいたご意見 13 件（７名・団体） 

 

 

４ 市町村・関係団体からのご意見・ご提言の募集 

  策定作業の各段階において、企業局関係の施設の所在する市町村や関係団体に説明を 

 行い、幅広いご意見、ご提言をいただきました。 

  ・市 町 村 14 市町村 延べ 34 回 

  ・関係団体 ２ 団体  延べ３回 


